今後の経済連携協定の推進についての基本方針
1． 経済連携協定（EPA）は、経済のグローバル化が進む中、WTOを中心とする多角的な自由貿易体制を補完するものとして我が国の対外経済関係の発展及び経済的利益の確保に寄与するものである。
2． 同時に、EPAは我が国及び相手国の構造改革の推進にも資するものである。
3． こうしたEPAは、東アジア共同体の構築を促す等、政治・外交戦略上、日本にとってより有益な国際環境を形成することに資する。
4． 日本は、既にシンガポールとの間でEPAを締結し、メキシコとは署名を終えたほか、フィリピンとの間で大筋合意に達している。また、現在タイ、マレーシア及び韓国との間で交渉を行っている。更に、来年からASEAN全体と交渉を行うこととしているが、これら協定への取組は、東アジアを中心とした経済連携を推進するという我が国の方針を具体化するものであり、これらの早期締結に政府一体となって全力を傾注することとする。

5． 上記以外の交渉についても、EPAの我が国経済・社会における重要性にかんがみ、進行中の交渉の進展状況を勘案しつつ検討を進めていくこととする。交渉相手国・地域の決定にあたっては、経済上・外交上の視点、相手国・地域の状況等を総合的に勘案することとする。具体的には、別添の基準を十分踏まえるものとする。

6． その際、相手国との経済関係の現状等も踏まえつつ、いわゆる自由貿易協定（FTA）ではない経済連携のあり方、例えば、投資協定、相互承認協定の締結、投資環境の整備などについても選択肢として検討する。
7． EPA交渉の推進にあたっては、我が国のWTOにおける交渉に資するものとなるよう努める。また、これまでの交渉の経験も踏まえ、交渉の進め方や作業を効率化するよう努めるとともに、
8． 必要な人的体制を更に整備することとし、民間専門家の一層の活用についても検討する
